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【【参考】 衆議院における閉会中審査議案概要一覧 
＜委員会＞ （○は内閣提出、●は衆法又は参法：提出会派名（提出当時）を付記） 

委員会名 議 案 名 概 要 

内閣 

●新型コロナウイルス感染症等の影響を受けた

低所得者に対する特別給付金の支給に関する法

律案（中谷一馬君外13名提出、第207回国会衆法第

10号） （立民） 

新型コロナウイルス感染症等の影響により所得が減少して経済的に困窮する

低所得者がいるにもかかわらず、これらの者に対して必要な支援が行われて

いない現状に鑑み、その生活を支援するための特別給付金の支給に関し必要

な事項を定めるもの 

●性暴力被害者の支援に関する法律案（阿部知子

君外11名提出、第208回国会衆法第54号） 
 （立民・維新・国民・共産・れ新） 

性暴力が重大かつ深刻な被害を生じさせる一方で、性暴力被害者がその被害

の性質上支援を求めることが困難であるという性暴力による被害の特性を踏

まえた性暴力被害者の支援の重要性に鑑み、性暴力被害者の支援に関する施

策を総合的かつ計画的に推進し、もって性暴力被害者の権利利益の保護を図

るため、性暴力被害者の支援に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに

国、地方公共団体及び性暴力被害者の支援に従事する者の責務を明らかにす

るとともに、性暴力被害者の支援に関する施策の基本となる事項を定めるも

の 

●性的指向又は性自認を理由とする差別の解消

等の推進に関する法律案（大河原まさこ君外10名

提出、第208回国会衆法第55号） 
 （立民・国民・共産・れ新） 

全ての国民が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する豊かで活力ある

社会の実現に資するため、性的指向又は性自認を理由とする差別の解消等の

推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における性的指向又は性

自認を理由とする差別の解消等のための措置等を定めるもの 

●多文化共生社会基本法案（中川正春君外７名提

出、第208回国会衆法第58号） （立民） 

我が国における近年の在留外国人の増加に伴い、その人権を尊重しつつ、在

留外国人が日常生活、社会生活及び職業生活を国民と共に円滑に営むことが

できる環境の整備を図ることが重要な課題となっていることに鑑み、多文化

共生社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、多文化

共生社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務

等を明らかにするとともに、施策の基本となる事項及び多文化共生社会の形

成の推進に係る体制の整備について定めるもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

内閣 

●国葬儀法案（青柳仁士君外３名提出、第210回国

会衆法第２号） （維新） 

今般の国葬儀の実施の決定過程等に関する様々な議論を踏まえ、その公正性

及び透明性を確保することが重要であること等に鑑み、国葬儀の実施の根拠

と基準及びこれに対する国会の承認、事後の国会への報告並びに費用の負担

等について定めるもの 

●性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の

形成に資するために性行為映像制作物への出演

に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資

するための出演契約等に関する特則等に関する

法律の一部を改正する法律案（堀場幸子君外２名

提出、第210回国会衆法第14号） （維新） 

性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像

制作物への出演に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するための出

演契約等に関する特則等に関する法律の施行を通じて明らかになった課題等

に対応するため、その全ての当事者間において信頼関係が構築されているも

のとして一定の要件に該当する場合に締結する出演契約について、出演契約

は性行為映像制作物ごとに締結しなければならないとする規定並びに性行為

映像制作物の撮影及び公表の時期を制限する規定の適用を除外することがで

きることとするもの 

●国家公務員法の一部を改正する法律案（守島正

君外14名提出、衆法第28号） （立憲・維新） 

国家公務員である職員及び当該職員であった者による離職後の就職に関する

あっせん行為等が公務に対する国民の信頼を著しく損ねている現状に鑑み、

職員の退職管理の一層の適正化を緊急に図るため、職員であった者による国

の機関等に属する役職員等の再就職に係る依頼等及び管理職職員等の再就職

の規制について定める等するもの 

●持続可能な開発の目標の達成に向けた諸施策

の総合的かつ一体的な推進に関する法律案（櫻井

周君外５名提出、衆法第30号） （立憲） 

2015年９月25日の国際連合総会において採択された持続可能な開発のための

2030アジェンダに掲げられた持続可能な開発のための17の目標の達成に向け

た諸施策を総合的かつ一体的に推進するため、これに関し、基本原則、国等

の責務、基本方針の策定その他の必要な事項を定めるもの 

●公文書等の管理に関する法律の一部を改正す

る法律案（源馬謙太郎君外15名提出、衆法第31号） 
 （立憲・維新） 

公文書等のより適正な管理に資するため、行政文書等の範囲の拡大、閣議等

の議事録及び国会議員等からの要求に係る文書の作成の義務化、行政文書の

管理の電子化、行政文書の決裁に係る手続の電子化、決裁済行政文書の変更

の禁止、保存期間及び廃棄の概念の廃止、特定歴史公文書等の利用制限の緩

和等の措置を講ずるとともに、独立公文書管理監に関する規定及び行政文書

の管理の適正に関する通報の規定を整備する等するもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

内閣 

●公文書等の管理の適正化の推進に関する法律

案（源馬謙太郎君外15名提出、衆法第32号） 
 （立憲・維新） 

公文書等の管理の適正化の推進を総合的かつ集中的に行うため、公文書等の

管理の適正化の推進について、その基本理念を定め、国の責務を明らかにし、

及び基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、公文書等管理審議

会を設置するもの 

●国家公務員法等の一部を改正する法律案（大島

敦君外16名提出、衆法第42号） （立憲・国民） 

国家公務員制度改革基本法に基づく自律的労使関係制度の措置に伴い、人事

院勧告制度の廃止、人事行政の公正の確保を図るための人事公正委員会の設

置等の所要の措置を講ずるもの 

●国家公務員の労働関係に関する法律案（大島敦

君外16名提出、衆法第43号） （立憲・国民） 

国家公務員制度改革基本法第十二条に基づき自律的労使関係制度を措置する

ため、一般職の国家公務員に協約締結権を付与するとともに、これに伴い、

団体交渉の対象事項、当事者及び手続、団体協約の効力、不当労働行為事件

の審査、あっせん、調停及び仲裁等について定めるもの 

●公務員庁設置法案（大島敦君外16名提出、衆法

第44号） （立憲・国民） 

国家公務員制度改革基本法に基づき自律的労使関係制度を措置するため、国

家公務員の任免、勤務条件等に関する制度並びに団体交渉及び団体協約に関

する事務その他の国家公務員の人事行政に関する事務等を担う公務員庁を設

置するもの 

●我が国の総合的な安全保障の確保を図るため

の土地等の取得、利用及び管理の規制に関する施

策の推進に関する法律案（青柳仁士君外３名提

出、衆法第47号） （維新・国民） 

我が国における土地等の取得、利用及び管理をめぐる最近の状況に鑑み、我

が国の総合的な安全保障の確保を図るため、我が国の安全保障に支障を及ぼ

すおそれのある土地等の取得、利用及び管理の規制に関する施策について、

その基本理念を定め、国の責務等を明らかにし、及び基本方針その他の基本

となる事項を定めるとともに、土地取得等問題対策推進本部を設置すること

により、これを総合的かつ集中的に推進するもの 

総務 
●日本放送協会改革推進法案（中司宏君外２名提

出、第208回国会衆法第17号） （維新） 

公共放送を担う者としての日本放送協会の適切な機能の確保を図るため、日

本放送協会改革について、その基本理念その他の基本となる事項を定めるこ

と等により、これを総合的かつ集中的に推進するもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

総務 

●インターネット誹謗中傷対策の推進に関する

法律案（岩谷良平君外５名提出、第208回国会衆法

第36号） （維新） 

インターネット誹
ひ

謗
ぼう

中傷の防止及び被害の迅速・確実な救済という課題に対

処するため、誹謗中傷対策に関し、基本理念を定め、国等の責務を明らかに

し、対策の基本となる事項を定めることにより、対策を総合的に推進するも

の 

●地方自治法の一部を改正する法律案（中司宏君

外４名提出、第208回国会衆法第47号） （維新） 

普通地方公共団体の議会の議員及び長等の出席の方法について、条例で定め

る方法とすることができるものとする規定を設けるとともに、参考人の出頭

について、条例で定める方法により求めることができる規定を設けるもの 

●地方公務員法等の一部を改正する法律案（大島

敦君外16名提出、衆法第45号） （立憲・国民） 

地方公務員の自律的労使関係制度の措置に伴う勤務条件等に係る人事委員会

勧告制度の廃止等の所要の措置を講ずるもの 

●地方公務員の労働関係に関する法律案（大島敦

君外16名提出、衆法第46号） （立憲・国民） 

地方公務員の自律的労使関係制度を措置するため、地方公務員に協約締結権

を付与するとともに、これに伴い、団体交渉の対象事項、当事者及び手続、

団体協約の効力、不当労働行為事件の審査、あっせん、調停及び仲裁等につ

いて定めるもの 

法務 

●戦争等避難者に係る出入国管理及び難民認定

法の特例等に関する法律案（鈴木庸介君外５名提

出、第208回国会衆法第22号） （立民） 

人道的見地から、戦争等避難者を我が国に緊急かつ円滑に受け入れるため、

戦争等避難者について、出入国管理及び難民認定法の特例等を定めるもの 

●国家賠償法の一部を改正する法律案（階猛君外

５名提出、第208回国会衆法第52号） （立民） 

国家賠償法に基づく求償権の適正かつ厳格な行使の徹底を図るとともに、国

家賠償請求訴訟の事案に係る国の説明責任を確保するため、国家公務員が故

意によって違法に他人に損害を加えた場合における国による求償権の行使の

義務化、国が損害を賠償する責めに任ずる場合における求償権の有無につい

ての判断の結果等の公表等の措置を講ずるもの 

●民法の一部を改正する法律案（枝野幸男君外10

名提出、第208回国会衆法第53号） 
 （立民・国民・共産・れ新） 

最近における国民の価値観の多様化及びこれを反映した世論の動向等に鑑

み、個人の尊重と男女の対等な関係の構築等の観点から、選択的夫婦別氏制

を導入するもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

法務 

●民法の一部を改正する法律案（大河原まさこ君

外５名提出、衆法第３号） （立憲） 

現行法において婚姻が異性の当事者間によるものに限定されると解されてい

ることに鑑み、個人の尊重の観点から、性的指向又は性自認にかかわらず平

等に婚姻が認められるようにするため、同性の当事者間による婚姻を法制化 

するもの 

●一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

の一部を改正する法律案（堀場幸子君外３名提

出、衆法第36号） （維新） 

政府は、速やかに、一般社団法人及び一般財団法人に関し、報告、検査、改

善命令その他の行政庁による監督の制度の創設、計算書類等の閲覧等の請求

をすることができる者の範囲の拡大その他のその適正な運営を確保するため

の措置について検討を加え、その結果に基づいて必要な法制上の措置を講ず

るものとするもの 

外務 
●特定人権侵害行為への対処に関する法律案（松

原仁君外５名提出、第208回国会衆法第60号） 
 （立民） 

諸外国の人権状況が国際社会全体の正当な関心事であること等に鑑み、特定

人権侵害行為への対処に関し、各議院等による特定人権侵害行為に係る事案

調査のための報告要求等必要な事項について定めるもの 

財務金融 

●揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民

経済を守るための東日本大震災の被災者等に係

る国税関係法律の臨時特例に関する法律及び地

方税法の一部を改正する等の法律案（足立康史君

外２名提出、第207回国会衆法第２号） 
 （維新・国民） 

揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るため、揮発油価格高

騰時における揮発油税等の税率の特例規定の適用停止措置を適用することが

できるようにする（適用停止措置を停止している規定の削除）等の措置を講

ずるもの 

●現下の揮発油等の価格の高騰から国民生活及

び国民経済を守るための揮発油税等に関する法

律の臨時特例等に関する法律案（末松義規君外７

名提出、第207回国会衆法第３号） （立民） 

現下の揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るため、揮発油

価格高騰時における揮発油税等の税率の特例規定の適用停止措置を適用する

ことができるようにする（適用停止措置を停止している規定の停止）等の措

置を講ずるもの 

●所得税法等の一部を改正する法律の一部を改

正する法律案（末松義規君外９名提出、第208回国

会衆法第23号） （立民） 

消費税の適格請求書等保存方式を廃止する等の措置を講ずるもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

財務金融 

●現下の物価の高騰による国民生活及び国民経

済への悪影響を緩和するために講ずべき国民負

担の軽減等に関する措置に関する法律案（足立康

史君外２名提出、第208回国会衆法第32号） 
 （維新） 

現下の石油製品の価格その他の物価の高騰が国民生活及び国民経済に悪影響

を及ぼしていることに鑑み、その悪影響を緩和するために政府が講ずべき国

民負担の軽減等に関する措置について定めるもの 

●消費税の減税その他の税制の見直しに関する

法律案（小川淳也君外７名提出、第208回国会衆法

第59号） （立民・共産・れ新） 

現下の物価の高騰による国民生活及び国民経済への悪影響を緩和するととも

に、税負担の公平の確保、経済的格差の是正、経済の活性化等を図る観点か

ら、消費税の減税その他の税制の見直しについて定めるもの 

●日本銀行法の一部を改正する法律案（青柳仁士

君外３名提出、衆法第１号） （維新） 

日本銀行の目的を物価の安定並びに雇用の最大化及び名目経済成長率の持続

的な上昇とするほか、日本銀行の役員の解任に関する規定を整備する等の改

正を行うもの 

●消費税の逆進性を緩和するための給付付き税

額控除の導入等に関する法律案（階猛君外８名提

出、衆法第29号） （立憲） 

社会経済情勢の急激な変化に伴い国民の間に生じている格差を是正すること

等が緊要な課題であることに鑑み、消費税の逆進性を緩和するため給付付き

税額控除を導入し、あわせて消費税の税率を一律とすることに関し必要な基

本的事項を定めるもの 

●公益法人等に対する寄附を促進するための税

制上の措置等に関する法律案（住吉寛紀君外３名

提出、衆法第37号） （維新） 

公益法人等に対し安心して寄附をすることができる環境を醸成し、もって公

益法人等に対する寄附を促進するため、寄附に関する適正な管理を行う公益

法人等に対する税制上の優遇措置について定めるとともに、業務改善命令等

を受けた公益法人等に対する課税の強化等について定めるもの 

●財政法の一部を改正する法律案（階猛君外６名

提出、衆法第38号） （立憲） 

国の財政運営について、中長期的な視点に立った立案及び適切な民主的統制

の確保を実現するため、３箇年度における予算の作成の基本的な方針の策定

について定めるとともに、決算の審議の経過及び結果を予算の作成に早期に

反映するため必要な措置を定めるもの 

文部科学 
●学校給食法の一部を改正する法律案（菊田真紀

子君外９名提出、衆法第11号） （立憲・維新） 

義務教育諸学校における学校給食費に関し、学校給食を受ける児童又は生徒

の保護者の経済的負担の軽減を図るため、学校給食費について義務教育諸学

校の設置者の支弁とし、これに係る国の負担等について定めるもの 
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文部科学 

●公立学校働き方改革の推進に関する法律案（城

井崇君外10名提出、衆法第22号） （立憲） 

公立学校の教育職員が長時間にわたり労働している実態があり、その改善が

喫緊の課題となっていることに鑑み、公立学校働き方改革を推進するために

早急に講ずべき措置について定めるもの 

●宗教法人法の一部を改正する法律案（堀場幸子

君外３名提出、衆法第35号） （維新） 

宗教法人をめぐる社会状況及び宗教法人の実態の変化に対応し、宗教法人制

度の適正な運用を図るため、宗教法人に報告を求め、及び質問することがで

きる事由の拡充並びに宗教法人に対する勧告、命令等の制度及びその財産に

係る保全処分の制度の創設等の措置を講ずるもの 

厚生労働 

●介護・障害福祉従事者の人材確保に関する特別

措置法案（早稲田ゆき君外16名提出、第208回国会

衆法第30号） （立民） 

介護・障害福祉従事者に優れた人材を確保し、もって要介護者等並びに障害

者及び障害児に対するサービスの水準の向上に資するため、介護・障害福祉

従事者の賃金の改善のための特別の措置等を定めるもの 

●公職の候補者となる労働者の雇用の継続の確

保のための立候補休暇に関する法律案（落合貴之

君外６名提出、第208回国会衆法第40号）（立民） 

公職の候補者となる労働者の雇用の継続を確保することにより、国民の政治

への参画の機会の増大を図るため、選挙期日の公示・告示日の14日前から選

挙期日後３日まで休暇を取得できる立候補休暇の制度を設けるもの 

●新型インフルエンザ等治療用特定医薬品の指

定及び使用に関する特別措置法案（早稲田ゆき君

外８名提出、第210回国会衆法第６号） 
 （立憲・維新） 

新型インフルエンザ等治療用特定医薬品の指定及び使用に関し、特別の措置

その他必要な事項を定めるもの 

●障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律の一部を改正する法律案（道下

大樹君外10名提出、第210回国会衆法第11号） 
 （立憲） 

重度の肢体不自由者等に対する職場又は学校での介護及び通勤又は通学にお

ける移動中の介護を重度訪問介護の対象とする等の措置を講ずるもの 

●短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理

の改善等に関する法律等の一部を改正する法律

案（西村智奈美君外10名提出、衆法第８号） 
 （立憲） 

労働者の雇用形態による待遇の格差を是正するため、短時間・有期雇用労働

者及び派遣労働者と通常の労働者との間の合理的と認められない待遇の相違

の禁止等の措置を講ずるもの 
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厚生労働 

●新型コロナウイルス感染症の罹患後症状に係

る対策の推進に関する法律案（小川淳也君外９名

提出、衆法第33号） （立憲） 

新型コロナウイルス感染症の罹
り

患後症状に係る対策に関し、国及び地方公共

団体の責務を明らかにするとともに、新型コロナウイルス感染症の罹患後症

状に係る対策の基本となる事項を定めるもの 

●新型コロナウイルス感染症に係る予防接種に

よる健康被害の救済等に係る措置に関する法律

案（早稲田ゆき君外９名提出、衆法第34号） 
 （立憲） 

新型コロナウイルス感染症に係る予防接種による健康被害の救済措置の迅速

かつ円滑な実施の確保その他の措置を定めるもの 

農林水産 

●国有林野事業に従事する職員の労働関係を円

滑に調整するための行政執行法人の労働関係に

関する法律の一部を改正する法律案（金子恵美君

外４名提出、第208回国会衆法第44号） 
 （立民・国民・共産・有志） 

国有林野事業に従事する職員について、当該職員の労働関係を円滑に調整す

るため、国家公務員制度改革基本法に基づく自律的労使関係制度が措置され

るまでの間、行政執行法人の労働関係に関する法律を適用するもの 

●国有林野事業に従事する職員の給与等に関す

る特例法案（金子恵美君外４名提出、第208回国会

衆法第45号） （立民・国民・共産・有志） 

国有林野事業に従事する職員について行政執行法人の労働関係に関する法律

が適用されることに伴い、当該職員の給与等に関し国家公務員法の特例等を

定めるもの 

経済産業 

●新型コロナウイルス感染症等の影響を受けて

いる中小事業者等に対する緊急の支援に関する

法律案（山岡達丸君外９名提出、第208回国会衆法

第３号） （立民） 

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響が長期に

わたり継続し、中小事業者等の事業の継続に支障を及ぼし、ひいてはその従

業者及び事業主の生計の維持にも支障を及ぼしていることに鑑み、当該影響

を受けている中小事業者等に対する事業の継続のための緊急の支援に関し必

要な事項を定めるもの 

●新型コロナウイルス感染症等の影響を受けて

いる中小事業者に対する金融の円滑化の促進に

関する法律案（落合貴之君外９名提出、第208回国

会衆法第24号） （立民） 

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響を受けて

いる中小事業者の事業の継続に必要な資金の借入れに係る債務の負担の状況

に鑑み、金融機関の業務の健全かつ適切な運営の確保に配意しつつ、中小事

業者に対する金融の円滑化を促進するために必要な措置を定めるもの 
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経済産業 

●自動車産業における脱炭素化の推進に関する

法律案（重徳和彦君外15名提出、第208回国会衆法

第35号） （立民・国民・有志） 

我が国における2050年までの脱炭素社会の実現が重要な課題であることに鑑

み、我が国の基幹的な産業である自動車産業における脱炭素化の推進に関し、

基本理念を定め、国の責務を明らかにするとともに、自動車産業における脱

炭素化の推進に関する施策の基本となる事項を定めるもの 

●中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に

関する法律案（後藤祐一君外８名提出、第208回国

会衆法第46号） （立民） 

現下の経済状況において、労働者の正規労働者としての雇用に伴う社会保険

料に係る中小企業者の負担が中小企業者が新たに労働者を正規労働者として

雇い入れることを阻害する要因の一つとなっていること等に鑑み、本法の施

行日から５年以内に新たに労働者を正規労働者として雇い入れ、その雇用す

る正規労働者の数を増加させた中小企業者に対して中小企業正規労働者雇入

臨時助成金を支給するための措置を講ずるもの 

●分散型エネルギー利用の促進に関する法律案

（山崎誠君外６名提出、第208回国会衆法第56号） 
 （立民） 

気候変動が生活、社会、経済及び自然環境に重大な影響を及ぼし、地球温暖

化の防止及び気候変動の影響への適応が重要な課題となっていることに鑑

み、地域における創意工夫を生かした分散型エネルギー利用を促進するため、

その基本理念、経済産業大臣による基本方針の策定、都道府県又は市町村に

よる分散型エネルギー利用促進計画の作成及びこれに係る交付金の交付等に

ついて定めるもの 

●国等によるその設置する施設の省エネルギー・

再生可能エネルギー源利用改修等の実施等に関

する法律案（田嶋要君外５名提出、第208回国会衆

法第57号） （立民） 

脱炭素社会の実現が我が国の緊要な課題となっていることに鑑み、国等が設

置する施設の省エネルギー・再生可能エネルギー源利用改修等の実施等に関

し、実施目標及びこれを達成するための方針、改修等計画の作成等について

定めるもの 

●発電に関する原子力の利用に係る責任を明確

化するための改革の推進に関する法律案（小野泰

輔君外２名提出、衆法第９号） （維新） 

発電に関する原子力の利用が我が国のエネルギー政策において重要であるこ

とに鑑み、発電に関する原子力の利用に係る国、地方公共団体及び原子力事

業者の果たすべき責任を明らかにするため、発電に関する原子力の利用に係

る責任を明確化するための改革について、基本理念及び基本方針その他の基

本となる事項を定めるもの 
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経済産業 
●電力の取引における公正な競争の促進に関す

る法律案（小野泰輔君外２名提出、衆法第10号） 
 （維新） 

電気の安定供給の確保、電気の小売に係る料金の最大限の抑制並びに電気の

使用者の選択の機会の拡大及び電気事業における事業機会の拡大のための電

気事業に係る制度の抜本的な改革が行われてきたにもかかわらず、電力の取

引における公正な競争が確保されていないことに鑑み、電力の取引における

公正な競争の促進に関し、基本理念を定め、及び国の責務を明らかにすると

ともに、施策の基本となる事項を定めるもの 

国土交通 

●新型コロナウイルス感染症等の影響を受けて

いる観光関連事業者に対する緊急の支援に関す

る法律案（小宮山泰子君外７名提出、第208回国会

衆法第６号） （立民） 

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置が長期間にわた

り観光産業に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、観光関連事業者に対す

る緊急の支援に関し必要な事項を定めるもの 

●特定土砂等の管理に関する法律案（足立康史君

外２名提出、第208回国会衆法第18号） （維新） 

災害の防止及び生活環境の保全に資するため、特定土砂等の管理に関する制

度を設けることにより、特定土砂等の管理の適正化を図るため、所要の措置

を講ずるもの 

●土砂等の置場の確保に関する法律案（足立康史

君外２名提出、第208回国会衆法第19号）（維新） 

災害の防止及び生活環境の保全に資するため、自然災害、大規模な工事等に

より発生した土砂等の置場の確保について定めるもの 

安全保障 

●自衛隊法及び海上保安庁法の一部を改正する

法律案（前原誠司君外１名提出、第207回国会衆法

第９号） （維新・国民） 

領海等における公共の秩序の維持を図るため、自衛隊の部隊による警戒監視

の措置及びその際の権限について定めるとともに、海上保安庁の任務として

領海の警備が含まれることを明記する等するもの 

●領域等の警備及び海上保安体制の強化に関す

る法律案（篠原豪君外14名提出、第207回国会衆法

第11号） （立民） 

領域等における公共の秩序を維持し、もって国民の安全の確保に資するため、

領域等の警備に関する基本原則を定め、並びに領域警備基本方針及び海上保

安体制強化計画の策定その他の領域等の警備に関する施策の基本となる事項

を定めるとともに、領域警備・海上保安体制強化会議を設置することにより、

領域等の警備において警察機関及び自衛隊が事態に応じて適切な役割分担の

下で迅速に行動できるようにするもの 
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安全保障 

●防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を

改正する法律案（三木圭恵君外２名提出、第210回

国会衆法第７号） （維新） 

防衛出動基本手当及び防衛出動特別勤務手当の額を定める政令に係る根拠規

定を改正するとともに、政府は、この法律の施行後６月以内に、防衛出動に

係る事態の想定に基づき、当該政令を制定するものとするもの 

●防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を

改正する法律案（三木圭恵君外２名提出、第210回

国会衆法第８号） （維新） 

国際情勢の複雑化に伴い自衛隊の任務が多様化する中で、自衛隊がその任務

を適切に遂行するためには、自衛官が意欲と誇りを持って職務に従事するこ

とが重要であることに鑑み、自衛官の給与体系その他の給与の在り方につい

ての検討について定めるもの 

決 算 

行政監視 

○令和２年度一般会計歳入歳出決算 

 令和２年度特別会計歳入歳出決算 

 令和２年度国税収納金整理資金受払計算書 

 令和２年度政府関係機関決算書 

一般会計の決算額は、歳入184兆5,788億円余、歳出147兆5,973億円余であり、

差引き剰余は36兆9,814億円余 

特別会計の決算額は、13の特別会計があって歳入合計417兆5,611億円余、歳

出合計404兆5,188億円余 

国税収納金整理資金の受払いは、収納済額82兆2,569億円余、支払命令済額及

び歳入組入額80兆8,247億円余であり、資金残額は１兆4,322億円余 

政府関係機関の決算額は、４つの機関があって収入合計１兆958億円余、支出

合計8,040億円余 

○令和２年度国有財産増減及び現在額総計算書 
国有財産の令和２年度末現在額は、令和元年度末現在額より７兆3,885億円余

増加し、117兆2,598億円余 

○令和２年度国有財産無償貸付状況総計算書 
国が地方公共団体等に無償で貸し付けている国有財産の令和２年度末現在額

は、令和元年度末現在額より204億円余増加し、１兆2,142億円余 

○令和３年度一般会計歳入歳出決算 

 令和３年度特別会計歳入歳出決算 

 令和３年度国税収納金整理資金受払計算書 

 令和３年度政府関係機関決算書 

一般会計の決算額は、歳入169兆4,031億円余、歳出144兆6,495億円余であり、

差引き剰余は24兆7,535億円余 

特別会計の決算額は、13の特別会計があって歳入合計455兆5,544億円余、歳

出合計441兆814億円余 

国税収納金整理資金の受払いは、収納済額90兆4,707億円余、支払命令済額及

び歳入組入額89兆654億円余であり、資金残額は１兆4,053億円余 

政府関係機関の決算額は、４つの機関があって収入合計9,955億円余、支出合

計6,646億円余 
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決 算 

行政監視 

○令和３年度国有財産増減及び現在額総計算書 
国有財産の令和３年度末現在額は、令和２年度末現在額より９兆2,887億円余

増加し、126兆5,485億円余 

○令和３年度国有財産無償貸付状況総計算書 
国が地方公共団体等に無償で貸し付けている国有財産の令和３年度末現在額

は、令和２年度末現在額より66億円余増加し、１兆2,208億円余 

○令和４年度一般会計新型コロナウイルス感染

症及び原油価格・物価高騰対策予備費使用総調書

及び各省各庁所管使用調書（その１）（承諾を求め

るの件） 

一般会計新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費予算

額９兆8,600億円のうち、令和４年４月28日から令和４年９月20日までの間に

おいて決定された使用額は、燃料油価格激変緩和強化対策事業に必要な経費

等20件、計４兆8,588億円余 

○令和４年度一般会計予備費使用総調書及び各

省各庁所管使用調書（その１）（承諾を求めるの

件） 

一般会計予備費予算額9,000億円のうち、令和４年４月15日から令和４年９月

30日までの間において決定された使用額は、燃料油価格激変緩和強化対策事

業に必要な経費等18件、計4,197億円余 

○令和４年度特別会計予備費使用総調書及び各

省各庁所管使用調書（その１）（承諾を求めるの

件） 

特別会計予備費予算総額8,048億円余のうち、令和４年11月４日に決定された

使用額は、食料安定供給特別会計食糧管理勘定における輸入食糧麦等の買入

れに必要な経費１件、688億円余 

○令和４年度一般会計新型コロナウイルス感染

症及び原油価格・物価高騰対策予備費使用総調書

及び各省各庁所管使用調書（その２）（承諾を求め

るの件） 

一般会計新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費予算

額９兆8,600億円のうち、令和５年３月28日に決定された使用額は、地域の実

情に応じたきめ細やかな支援及び低所得世帯への支援に必要な経費等８件、

計２兆2,226億円余 

○令和４年度一般会計予備費使用総調書及び各

省各庁所管使用調書（その２）（承諾を求めるの

件） 

一般会計予備費予算額9,000億円のうち、令和５年３月17日から令和５年３月

28日までの間において決定された使用額は、ウクライナにおける復旧・復興

に対する支援に必要な経費等５件、計1,060億円余 

○令和４年度特別会計予算総則第20条第１項の

規定による経費増額総調書及び各省各庁所管経

費増額調書（承諾を求めるの件） 

特別会計予算総則第20条第１項の規定により、令和５年２月21日に決定され

た経費増額は、交付税及び譲与税配付金特別会計における地方譲与税譲与金

に必要な経費の増額１件、733億円余 
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委員会名 議 案 名 概 要 

議院運営 

●国会法の一部を改正する法律案（笠浩史君外７

名提出、第210回国会衆法第１号） 
 （立憲・維新・共産・有志・れ新） 

日本国憲法第53条後段の規定に基づく臨時会の召集の決定の要求の日から20

日以内に臨時会を召集することを内閣が決定しなければならない旨の規定を

設けるもの 

●国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律

等の一部を改正する法律案（渡辺周君外11名提

出、第210回国会衆法第13号）（立憲・維新・国民） 

調査研究広報滞在費に関し、収支報告書の提出及び公開並びに残余の額の返

還について定めるとともに、文書通信交通滞在費に関し、日割計算すること

とした場合の差額を国庫に返納することができることとするもの 

●国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部

を改正する法律案（守島正君外３名、衆法第27号） 
 （維新） 

国会議員の秘書の採用について、年齢65歳以上の者の採用制限を廃止し、国

会議員の一親等の親族のその国会議員の秘書への採用を禁止するとともに、

国会議員がその二親等又は三親等の血族を議員秘書に採用した場合における

続柄等の公開に関する規定を設けるもの 

●我が国の経済及び財政等に関する将来の推計

を信頼性のある統計等の情報に基づき中立公正

に実施するための経済財政等将来推計委員会の

設置に関する法律案（階猛君外６名提出、衆法第

39号） （立憲） 

我が国の経済及び財政等に関する将来の推計を信頼性のある統計等の情報に

基づき中立公正に実施するため、国会に、経済財政等将来推計委員会を置く

もの 

●国会法の一部を改正する法律案（階猛君外６名

提出、衆法第40号） （立憲） 

経済財政等将来推計委員会の委員長及び委員の推薦、国政に関する調査等を

行うため、国会に、経済及び財政等に関する将来の推計に係る両議院の議院

運営委員会の合同協議会を置くもの 

●国会法の一部を改正する法律案（古川元久君外

５名提出、衆法第48号） （維新・国民・有志） 

新型コロナウイルス感染症対策検証委員会の委員長及び委員の推薦、国政に

関する調査を行うこと等のため、国会に、新型コロナウイルス感染症に対す

る対策に係る両議院の議院運営委員会の合同協議会を置くもの 

●新型コロナウイルス感染症対策検証委員会法

案（古川元久君外５名提出、衆法第49号） 
 （維新・国民・有志） 

新型コロナウイルス感染症に対する対策として政府及び地方公共団体が講じ

た施策及び措置の内容等を検証するための調査を行うとともに、感染症に対

する対策として講ずべき施策又は措置について提言を行うため、国会に、新

型コロナウイルス感染症対策検証委員会を置くもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

議院運営 

●国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律

の一部を改正する法律案（中司宏君外３名提出、

衆法第50号） （維新） 

長期欠席議員の歳費の減額に係る制度の在り方について検討を行うため、国

会に、各議院においてその議員の中から選任された同数の委員で組織する協

議会を設置するもの 

倫理選挙 

●公職選挙法及び地方自治法の一部を改正する

法律案（落合貴之君外４名提出、第208回国会衆法

第39号） （立民） 

公職選挙法上の公職の被選挙権を有する者となる年齢について、衆議院議員

並びに都道府県及び市町村の議会の議員並びに市町村長については満18年

に、参議院議員及び都道府県知事については満23年に、それぞれ引き下げる

もの 

●政治資金規正法及び租税特別措置法の一部を

改正する法律案（落合貴之君外４名提出、第208回

国会衆法第48号） （立民） 

会社その他の団体の政治活動に関する寄附及び政治資金パーティーの対価の

支払の全面禁止並びに個人のする政治活動に関する寄附に係る税額控除の拡

充等の措置を講ずるもの 

●政治資金規正法の一部を改正する法律案（落合

貴之君外４名提出、第208回国会衆法第49号） 
 （立民） 

国会議員関係政治団体の収支報告書の一元的な閲覧を可能とするために必要

な措置を講ずるとともに、個人情報の保護を図りつつ、収支報告書のインタ

ーネットを利用する方法による公表を義務付けるもの 

●インターネット投票の導入の推進に関する法

律案（落合貴之君外14名提出、衆法第23号） 
 （立憲・維新） 

インターネット投票の導入について、その目標時期並びに基本方針及びイン

ターネット投票が満たすべき条件を定めるとともに、インターネット投票導

入推進会議を設置することにより、これを推進するもの 

地 域・ 

こども・ 

デジタル 

●保育等従業者の人材確保のための処遇の改善

等に関する特別措置法案（岡本あき子君外12名提

出、第208回国会衆法第28号） （立民・国民） 

保育等従業者に優れた人材を確保し、もって子ども・子育て支援の水準の向

上に資するため、保育等従業者の賃金をはじめとする処遇の改善のための特

別の措置等を定めるもの 

●通園バスの車内における幼児等の置き去りに

よる事故の防止その他の認定こども園等におけ

る幼児等の安全の確保のための措置等に関する

法律案（青柳仁士君外９名提出、第210回国会衆法

第３号） （立憲・維新・共産） 

通園バスの車内における幼児等の置き去りによる事故が相次いで発生してい

る状況に鑑み、当該置き去りによる事故を防止するため通園バスへの置き去

り防止装置の設置の義務付け及び当該設置に要する費用の補助について定め

るとともに、通園バスを利用する幼児等の安全の確保に関する指針の策定等

並びに認定こども園等の職員の充実及びその処遇の改善のための措置等につ

いて定めることにより、認定こども園等における幼児等の安全の確保等を図

るもの 
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委員会名 議 案 名 概 要 

地 域・ 

こども・ 

デジタル 

●子育て・若者緊急支援法案（青柳仁士君外８名

提出、第210回国会衆法第18号） （立憲・維新） 

現下の物価の高騰が国民生活に著しい影響を与え、とりわけ教育費をはじめ

とする子育てに関する経済的負担を増大させており、これに対する懸念から

子どもを安心して生み、育てることができる社会の実現が妨げられているこ

とに鑑み、現下の物価の高騰による影響の緩和を図るため、出産及び育児を

する者並びに若者に対して緊急に講ずべき経済的支援に関する施策を定める

ことにより、社会全体として子育てに関する経済的負担の軽減を図るもの 

●児童手当法の一部を改正する法律案（早稲田ゆ

き君外10名提出、衆法第２号） （立憲・維新） 

児童の養育に係る経済的負担の軽減を図るとともに、次代の社会を担う児童

の健やかな成長に資するため、父母等の所得による児童手当の支給の制限を

撤廃するもの 

●副首都機能の整備の推進に関する法律案（中司

宏君外２名提出、衆法第４号） （維新） 

副首都機能の整備を推進するため、その基本理念を定め、国及び関係地方公

共団体の責務を明らかにし、並びに副首都地域の指定及び副首都地域におけ

る副首都機能の整備の推進に関する基本方針について定めるとともに、副首

都機能整備推進本部を設置するもの 

●低所得である子育て世帯に対する緊急の支援

に関する法律案（中谷一馬君外11名提出、衆法第

５号） （立憲） 

新型コロナウイルス感染症、物価の高騰等による低所得である子育て世帯へ

の経済的な影響が継続し、かつ、深刻化していることに鑑み、低所得である

子育て世帯に対する更なる支援を緊急に行うため必要な事項を定めるもの 

●特定教育・保育施設における保育教諭等の配置

の充実のための措置に関する法律案（浦野靖人君

外９名提出、衆法第７号） （立憲・維新） 

特定教育・保育施設において、保育教諭等をはじめとする保育等業務従事者

が著しく不足しており、小学校就学前子どもの安全の確保その他の小学校就

学前子どもの成長に資する良好な教育及び保育の提供に支障が生じている現

状に鑑み、特定教育・保育施設における保育教諭等の配置の充実を図り、も

って小学校就学前子どもに対する教育及び保育の質の向上を図るため、施設

型給付費の額の算定に関する基準の見直しを行い、併せて保育等業務従事者

の確保のための処遇改善等の措置を講ずることについて定めるもの 

●児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正

する法律案（菊田真紀子君外11名提出、衆法第15

号） （立憲） 

児童に対して経済的又は社会的関係上の地位に基づく影響力を有する第三者

がその地位を利用して行う虐待の防止等を図るため、当該虐待を受けたと思

われる児童を発見した者に対する通報義務等を定めるもの 
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地 域・ 

こども・ 

デジタル 

●保護者等による自動車内への子ども等の置き

去りの防止に関する法律案（吉田統彦君外11名提

出、衆法第41号） （立憲） 

保護者等が自動車内に子ども等を置き去りにすることにより子ども等の生命

又は身体に危険が生ずる事態が生じていることに鑑み、保護者等による自動

車内への子ども等の置き去りの防止に関する措置等を定めることにより、保

護者等による自動車内への子ども等の置き去りの防止を図るもの 

 

 

＜憲法審査会＞ （○は内閣提出、●は衆法又は参法：提出会派名（提出当時）を付記） 

議 案 名 概 要 

●日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正す

る法律案（新藤義孝君外５名提出、第208回国会衆法第

34号） （自民・維新・公明・有志） 

憲法改正国民投票の投票人の投票しやすい環境を整えるため、開票立会人の選任に係

る規定を整備し、及び投票立会人の選任要件を緩和するとともに、超短波放送の放送

設備による憲法改正案の広報のための放送をすることができることとする等の措置

を講ずるもの 

 

 

（参考）衆議院を通過し参議院において閉会中審査となったもの 

＜委員会＞ （○は内閣提出、●は衆法又は参法：提出会派名（提出当時）を付記） 

委員会名 議 案 名 概 要 

財務金融 

○金融商品取引法等の一部を改正する法律案（内

閣提出第56号） 

資本市場等をめぐる環境変化に対応し、金融サービスの顧客等の利便の向上

及び保護を図るため、顧客本位の業務運営を確保するための規定の整備、国

民の金融リテラシー向上等に向けた金融経済教育推進機構の創設、企業開示

に関し法令上の四半期報告書の廃止等を行うもの 

○情報通信技術の進展等の環境変化に対応する

ための社債、株式等の振替に関する法律等の一部

を改正する法律案（内閣提出第57号） 

資本市場を取り巻く環境変化に対応し、資本市場の効率化及び活性化を図る

ため、特別法人出資証券のデジタル化、上場日程の期間短縮を図るための振

替制度の見直し等を行うもの 

 

 
 


